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令和４年度 西知多医療厚生組合 人事行政の運営状況 
 

Ⅰ 職員の任免及び職員数に関する状況 

 １ 職員の任免の状況 

採 用 (人) 84 

退 職 (人) 78 

 ２ 職員数（令和5年4月1日現在） 

  (1) 職種別職員数 

職  種 職員数(人) 構成比(％) 

一般行政職  69  9.2 

医師、歯科医師職  86  11.5 

薬剤師、医療技術職 132 17.7 

看護、保健職 453 60.7 

技能労務職   7  0.9 

計 747 100.0 

  (2) 再任用職員数 

職  種 職員数(人) 

一般行政職  2 

医療職 24 

技能労務職  2 

 

Ⅱ 職員の給与の状況 

 １ 人件費の状況（令和４年度普通会計決算） 

歳出(千円)A 実質収支(千円) 人件費(千円)B 人件費率(％)B/A 

6,257,659 258,902 242,487 3.9 

（注）決算額は地方財政状況調査の分析によるものです。 

人件費には特別職に支給される給料・報酬等を含みます。 

 ２ 職員給与費の状況（令和４年度普通会計決算） 

職員数 
(人) 

給与費(千円) １人当たり 
給与費(千円) 

給料 職員手当 期末･勤勉手当 

29 107,013 31,357 44,214 6,296 
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（注）職員手当には退職手当を含みません。 

 ３  職員手当の状況 

  (1) 原則として毎月決まって支給されるもの 

    管理職手当、扶養手当、地域手当、住居手当、通勤手当 

  (2) 一定の時期に支給されるもの 

    期末手当、勤勉手当、退職手当  

  (3) 勤務した実績に応じて支給されるもの 

    休日勤務手当、時間外勤務手当、特殊勤務手当(不快手当、危険

手当、技術手当)、管理職員特別勤務手当 

  (4) 支給状況（令和４年度普通会計決算） 

区分 
管理職 
手 当 

扶 養 
手 当 

地 域 
手 当 

住 居 
手 当 

通 勤 
手 当 

時 間 外 
勤務手当 

支給額 
(千円) 

5,447 2,988 11,545 1,308 2,777 5,954 

区分 
休日勤 
務手当 

期 末 
手 当 

勤 勉 
手 当 

特殊勤 
務手当 

管理職員特  
別勤務手当  

退 職 
手 当 

支給額 
(千円) 

71 24,292 21,035 154 0 14,268 

 ４ 職員の平均給料月額、平均給与月額及び平均年齢の状況 

（令和5年4月1日現在） 

職  種 
平 均 給 料 
月 額 (百 円 ) 

平 均 給 与 
月 額 (百 円 ) 

平均年齢(歳) 

一般行政職 3,049  4,143 42.8 

医師、歯科医師職 4,741 11,972 44.3 

薬剤師、医療技術職 2,932  4,175 42.1 

看護、保健職 2,826  4,046 37.0 

技能労務職 2,248  2,667 51.3 

（注）再任用短時間勤務職員を含みません。 

 ５ 特別職の報酬の状況（令和5年4月1日現在） 

職  名 報酬の年額(円) 

議長･副議長･議員 39,000 
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Ⅲ 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況 

 １ 勤務時間、休暇等の制度について  

  (1) 勤務時間の状況（変則勤務職場等を除く一般的な職場）  

正規の勤務時間 開始時刻 終了時刻 休憩時間 

7時間45分 8:30 17:15 12:00～13:00 

  (2) 主な休暇の種類 

区  分 付 与 日 数 

年次休暇 １年度につき20日 

出産 産前８週間、産後８週間 

育児時間 １日２回、各30分以内 

育児参加 出産予定日前６週間から出産後８週間の間で５日以内 

子の看護 １年度につき５日(２人以上の場合については10日)以内 

短期介護 １年度につき５日(２人以上の場合については10日)以内 

忌引 親族の区分により１日～10日 

父母の祭日 １日 

結婚 ７日以内 

選挙権行使 必要と認められる期間 

証人等出頭 必要と認められる期間 

骨髄移植 必要と認められる期間 

ボランティア １年度につき５日以内 

住居滅失等 ７日以内 

交通遮断 必要と認められる期間 

永年勤続 20年勤続２日以内、30年勤続３日以内 

妻の出産補助 ２日以内 

夏季休暇 ５日以内 

出生サポート １年度につき原則５日（体外受精等については１０日）

以内 
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  (3) 育児休業等取得者数（令和４年度新規取得者数） 

区  分 男性(人) 女性(人) 

育児休業をした職員数 2 21 

部分休業をした職員数 0 28 

育児短時間勤務をした職員数 0 2 

 

Ⅳ 職員の分限及び懲戒の状況 

 １ 分限処分者数 

   分限処分とは、心身の故障等の一定の事由により、職員がその職務

を果たすことができなくなった場合に行う処分で、降任、免職、休職、

降給があります。 

降任(人) 免職(人) 休職(人) 降給(人) 

0 2 10 0 

 ２ 懲戒処分者数 

   懲戒処分とは、職員に法令違反等の一定の義務違反があった場合に

制裁的に行う処分で、戒告、減給、停職、免職があります。 

戒告(人) 減給(人) 停職(人) 免職(人) 

0 0 0 0 

 

Ⅴ 職員の服務の状況 

 １ 地方公務員法における服務 

   服務とは、職務を遂行するに当たって、職員が守るべき義務ないし

規律を意味しており、地方公務員法第30条で、「すべて職員は、全体

の奉仕者として公共の利益のために勤務し、且つ、職務の遂行に当つ

ては、全力を挙げてこれに専念しなければならない。」と定め、職員

の服務の根本基準を明らかにしています。そして、同法では職員の服

務について以下のとおり各種の義務・規律を定めています。 

  (1) 職務上の義務 

   ア 服務の宣誓 

   イ 法令等及び上司の職務上の命令に従う義務 

   ウ 職務に専念する義務 
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  (2) 身分上の義務 

   ア 信用失墜行為の禁止 

   イ 秘密を守る義務 

   ウ 政治的行為の制限 

   エ 争議行為等の禁止 

   オ 営利企業等の従事制限 

 ２ 服務の状況 

   西知多医療厚生組合では、職員の服務について「西知多医療厚生組

合職員の服務の宣誓に関する条例」、｢西知多医療厚生組合職員の職

務に専念する義務の特例に関する条例｣、「西知多医療厚生組合職員

の勤務時間、休暇等に関する条例」、「西知多医療厚生組合職員の育

児休業等に関する条例」等を定め、職員の服務規律の確保に努めてい

ます。 

 ３ 営利企業等への従事許可の状況（令和４年度新規件数） 

区  分 件数(件) 

(1) 営利を目的とする私企業を営むことを目的とする会社そ
の他の団体の役員その他規則で定める地位を兼ねるもの 

0 

(2) 自ら営利を目的とする私企業を営むもの 0 

(3) (1)(2)を除き報酬を得て事業又は事務に従事するもの 6 

 

Ⅵ 職員の研修等の状況  

 １ 職員の主な研修実績 

研 修 等 名 人数(人) 

専門研修（法制執務研修等） 44 

医師関係学会 189 

医師関係研修会 104 

看護師関係学会 12 

看護師関係研修会 221 

認定看護師関係研修会 11 

薬剤師関係学会 18 

薬剤師関係研修会 10 

臨床検査技師関係学会 16 
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臨床検査技師関係研修会 14 

放射線技師関係学会 6 

放射線技師関係研修会 30 

リハビリテーション関係学会 4 

リハビリテーション関係研修会  14 

臨床工学技士関係学会 6 

臨床工学技士関係研修会 11 

視能訓練士関係学会 1 

歯科衛生士関係学会 2 

社会福祉士関係研修会 1 

事務関係学会 1 

事務関係研修会 45 

 

Ⅶ 職員の福祉及び利益の保護の状況 

 １ 職員の福利厚生制度 

   福利厚生事業は、共済組合制度のように法律で定められている事業

と、職員互助会など、事業主として実施している法定外の事業とに分

けられます。 

  (1) 愛知県市町村職員共済組合 

    愛知県市町村職員共済組合は、組合員とその家族の生活の安定と

福祉の向上に寄与することを目的に、短期給付事業、長期給付事業、

福祉事業の３つを柱とする事業を行っています。各事業に要する経

費は、組合員と地方公共団体が負担しています。 

   ア 負担金の状況 

区  分 執行額(円) 一人当たり負担額(円) 

共済組合負担金 935,551,956 1,045,309 

 

 

 

  (2) 職員互助会 

    職員互助会は、組合の職員の相互共済及び福利増進を図るための
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団体で文化、教養、体育等の事業を行っています。 

    財源には、職員の会費と組合の補助金を充てています。 

   ア 補助金の状況 

区  分 交付額(円) 一人当たり補助額(円) 

職員福利厚生補助金 7,047,075 9,212 

  (3) 安全衛生管理 

   ア 健康診断等の実施状況 

区  分 
対象者数 

(人) 
受診者数 

(人) 

健康管理区分ごとの人数(人) 

要 医 療 ･ 
治 療 中 

要 観 察 ･ 
要精密検査 観察不要 

定 期 健 康 診 断 
又は人間ドック 

735 728 114 326    288 

  (4) 公務災害補償 

    地方公務員災害補償法に基づき、職員の公務上及び通勤途上の災

害に対して補償を行っています。 

   ア 公務災害の認定件数 

公務災害(件) 通勤災害(件) 計(件) 

4 0 4 

 

Ⅷ 公平委員会の状況 

  公平委員会事務は愛知県に委託しています。  

 １ 不服申立て等の状況  

区  分 件数(件) 

勤務条件に関する措置の要求 0 

不利益処分に関する不服申立て 0 

 


